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るブロックコポリマーPGLBT-b-PSPE を RAFT 重合により合成する実験を行い、得られた高分子
鎖が温度によってポリマーミセルを形成する挙動を観察した。重合の際、2 番目のステップに
おいて殆どの PGLBT が反応に参加せず一部だけが PGLBT-b-PSPE になる結果を得た。メタノール
で PGLBT を除いて精製した PGLBT-b-PSPE は PSPE の UCST 型特性により、一定温度以下で PSPE
が中心になった 40-60 nm の均一な粒子を形成することが確認された。PSPE ホモポリマ―の場
合、臨界温度以下で親水性が弱まった chain は相分離し沈澱が現れるが、このブロックコポリ
マーは親水性を維持する PGLBT を有しているためポリマーミセルになった。PGLBT-r-PSPE ラン




第 3 章では、第 2 章の研究で得た PGLBT-b-PSPE を用いて、添加塩の種類および濃度による挙
動の変化を評価した。高分子水溶液の中で塩イオンは高分子の水和に関与し、水和の促進 
(chaotropic) や 、 析 出 (kosmotropic) を 起 こ す 効 果 を 示 す 。 ア ニ オ ン ４ 種 類
(NaCl,NaBr,NaI,NaF)の添加に対し、それぞれの塩濃度の溶液の透過率・粒径の変化を追跡し
て、塩濃度が増加するとミセル転移温度が下がり 20 mM 以上の濃度では本来の温度応答性がほ
ぼ失われることを確認した。この効果はイオン種によって異なり、その強度は F-<Cl-<Br-<I-の
順で見られた。最も chaotropic である I-は 2 mM の濃度で 20 mM の Cl-と同じ効果を示した
が、kosmotrope である F-は僅かな曇点の変化だけを示した。 
 
第 4 章では、酸性・中性・アルカリ性溶液の中で PGLBT のイオン化状態が全体の挙動に与え
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る影響を評価した。PGLBT は pH3 以下でカルボキシ基が COOH になり全体の電荷が(+)になるた
め、酸性溶液中の PGLBT-b-PSPE は一方が(+)を持つカチオン性 polyelectrolyte に近い状態に
なり、温度応答性が弱まると予測されたが、むしろ曇点の上昇・粒径の増加が観察された。曇


















均衡が合わないもののみが UCST 型ミセル転移を示した。温度応答性がない PGLBT の量が充分な
ら PSPE の会合を邪魔し、自己組織化が弱化されることが示唆された。 
 
第 6 章では、ブロック比と重合度が PGLBT-b-PSPE の特性をどう変化させるかを評価した。全
体の重合度を一定にし、その比率が 1:1 から 1:5 までになるように複数のブロックコポリマー
を合成し、その温度応答性を調べた。全体の重合度が約 300 と 600 の場合全て、1:1 は第 5 章
の結果と同じく温度応答性が現れなかったが、1:2 以上になるとミセル転移が見られ、1:5 は常
温付近まで転移温度が上昇した。しかし、重合度 300 の 1:5 サンプルは均一なミセルを形成せ










（続紙 ２ ） 
 






1. 第 2 章では、RAFT 重合による PGLBT-b-PSPE の合成と温度変化に伴う会合挙動変化について








3. 第 4 章では、pH の変化に伴う挙動変化について報告を行った。酸性では PGLBT の電荷が中性
からカチオン性になる特性を有しているため、pH 変化により生じる転移をゼータ電位と光散
乱実験により追跡し、その挙動を明らかにした。 




5. 第 6 章では、第 5 章で検討した合成法を用い、PGLBT-b-PSPE のブロック割合と重合度が異な









あるものと認める。また、令和 2 年 2 月 19 日、論文内容とそれに関連した事項について試問を
行い、申請者が博士後期課程学位取得基準を満たしていることを確認し、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規定第 14 条第 2 項に該当するものと判断し、公表に際して
は、（令和４年３月３１日までの間）当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとする
ことを認める。 
 
 
